
令和7年度補正予算 地域の事業者間連携を通じた物流生産性向上推進事業

【事業実施背景】
埼玉県はトラックドライバーの人手不足が全国的にも深刻な状況。共同宣言等により物流効率化の取組（モーダルシフト）を県全体
で取り組むものの、更なる推進が必要。新たなパレット単位鉄道輸送による新潟県や他地域に跨る広域物流の効率化を検討する。

鉄道ｘパレット輸送を用いたモーダルシフト

事業概要

事業内容

協議会名：トラック／鉄道複合輸送サービスの普及検討協議会

①コンテナ単位ではなくパレット単位の中小ロット鉄道輸送が可能な、新たな
モーダルシフトの社会実装を推進する。
②荷主企業・団体へのアンケート・インタビューを通じ、パレット輸送（通常品・
保冷等）の認知度・ニーズ・課題等を分析・ビジネスモデルを具体化
③荷量ポテンシャルを有す他エリア・路線へのモーダルシフト拡充計画を設計

Point

協議会構成員
日本貨物鉄道株式会社、Sustainable Shared 
Transport株式会社(SST)、埼玉県、新潟県、一般
社団法人フィジカルインターネットセンター

《トラックドライバー負担の軽減》
鉄道輸送組合せによりドライバーの長距離・
長時間拘束を軽減させ人手不足を解消
※熊谷市～新潟市輸送の単純試算ではト
ラックチャーター比６０％ドライバー業務拘
束時間を削減可能

《地域物流の脱炭素化への貢献》
トラック稼働時間・距離削減により環境負荷
軽減の実現
※上記条件にて８０％Co2排出削減可能

《地域産業のビジネス拡大》
小ロット品の経済合理性成立による地域産
業活性化 など

想定事業実施効果
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